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平成１４年１０月３０日(水)
平成１４年１１月２６日(火)
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全国証券取引所
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問 合 せ 先 責 任 者
代 表 者 取締役社長 張 富士夫

経 理 部 長

単元株制度採用の有無

経 常 利 益営 業 利 益

平成１５年３月期 個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名 トヨタ自動車株式会社 上 場 取 引 所

中 間 配 当 支 払 開 始 日

(  95.0)
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  (URL  http://www.toyota.co.jp )
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中間決算取締役会開催日
松尾 隆憲
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２．15年3月期の業績予想(平成14年4月1日～平成15年3月31日）
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本 社 所 在 都 道 府 県



【注意事項】

  前述の業績予想に記載されている各数値は、現在入手可能な情報による判断および仮定に基づき
算出しており、判断や仮定に内在する不確定性および今後の事業運営や内外の状況変化等に
よる変動可能性に照らし、実際の業績等が見通しの数値と大きく異なる可能性があります。
  なお、上記の不確定性および変動可能性を有する要素としては、主に以下のようなものがあります。
  ・主要市場における経済情勢および需要の変動
  ・為替相場の変動（主に円/米ドル相場、円/ユーロ相場）
  ・原価低減や設備投資を計画通り実施する当社の能力
  ・主要市場における貿易規制、および環境保全、自動車排ガス、燃費効率、安全性等に関する
    各種法律、規制
  ・主要市場における政治情勢
  ・適宜、新製品を開発し市場へ投入する当社の能力
  ・当社が事業活動を行う上で生じる当社の責に帰すことのできない様々な障害


